
２０２５年６月３０日

第４０期（２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日まで）

貸借対照表、損益計算書及び個別注記表

株式会社　ペルソナ



金　額 金　額

28,469,144 27,492,098 

28,402,148 26,837,439 

現 金 及 び 預 金 23,218 2,336,930 

会 員 未 収 金 25,661,673 32,100 

会 員 延 滞 金 582,946 8,483,147 

営 業 貸 付 金 372,664 9,725,014 

営 業 未 収 収 益 237,176 2,091,501 

電 子 マ ネ ー 未 収 金 1,515,117 579,588 

そ の 他 未 収 金 259,713 60,512 

貯 蔵 品 42,028 181,350 

そ の 他 9,451 7,760 

貸 倒 引 当 金 △ 301,841 312,052 

2,781,949 

固　定　資　産 66,996 69,130 

　有 形 固 定 資 産 0 2,196 

建 物 附 属 設 備 0 126,648 

器 具 及 び 備 品 0 2,315 

45,240 

　無 形 固 定 資 産 3,658 

ソ フ ト ウ ェ ア 3,658 固　定　負　債　　　　　　　　 654,659 

電 話 施 設 利 用 権 0 148,358 

164,390 

　投 資 そ の 他 の 資 産　　　　　　　　　　63,338 3,600 

差 入 保 証 金 63,338 245,092 

破 産 更 生 債 権 等 126,834 93,218 

そ の 他 2,340 

貸 倒 引 当 金 △ 129,174 977,045 

977,045 

20,000 

9,107,888 

5,000 

9,102,888 

△ 8,150,842 

△ 8,150,842 

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 8,150,842 

28,469,144 28,469,144 合　　　　　　計

未 払 費 用

そ の 他 資 本 剰 余 金

　資        本        金

電 子 マ ネ ー 預 り 金

（　純　資　産　の　部　）

  利   益   剰   余   金

資 本 準 備 金

電子マネー退蔵益引当金

合　　　　　　計

株   主   資   本

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他

賞 与 引 当 金

前 受 金

そ の 他

流　動　負　債

（　資　産　の　部　）

流　動　資　産

（　負　債　の　部　）

資 産 除 去 債 務

短 期 借 入 金

電 子 マ ネ ー 未 払 金

自 社 加 盟 店 未 払 金

貸　借　対　照　表

２０２５年３月３１日現在

（単位：千円）

科　　　目 科　　　目

役 員 賞 与 引 当 金

一年 内返 済長 期借 入金

  資   本   剰   余   金

営 業 他 社 未 払 金

そ の 他 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金



4,787,292 

5,124,649 

337,357 

1,238 

64,199 

34,011 

16,634 116,084 

21,239 

64,199 

716 86,155 

307,427 

76,984 

26,738 

14,134 

3,905 

395 122,158 

429,586 

7,760 

437,347 

ソレーナlitta残高失効益

博多エメラルドカード終了損失

電 子 マ ネ ー 退 蔵 益

特 別 損 失

営 業 損 失

営 業 外 費 用

ソレ ー ナカー ド終了 損失

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 損 失

そ の 他

減 損 損 失

店 舗 閉 鎖 損 失

金　　　　　　額

当 期 純 損 失

損　益　計　算　書

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

（単位：千円）

営 業 外 収 益

売 上 高

科　　　　　　　　目

退 蔵 益 引 当 金 繰 入 額

そ の 他

経 常 損 失

そ の 他

受 取 利 息

支 払 利 息

販売費及び一般管理費



重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　２． 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産

　貯　蔵　品 先入先出法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）　

有価証券

　関係会社株式 移動平均法による原価法

　３． 固定資産の減価償却の方法

定額法

定額法

　４． 引当金の計上基準

　５． 収益及び費用の計上基準

　６． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
控除対象外消費税等は、発生事業年度の費用として処理しており
ます。

当社は、主要な事業として、クレジットカードの赤ペルソナカード、電子マネーのlittaを発行・
運営しております。
クレジットカード事業におきまして、加盟店手数料は、役務の提供が完了し履行義務が充足され
るクレジットカード利用時に収益を認識しております。また、年会費収入は、履行義務が一定期
間にわたり充足されるものであるため、カード顧客へのサービス提供期間に亘って収益を認識し
ております。
電子マネー事業におきまして、加盟店手数料は、役務の提供が完了し履行義務が充足される電子
マネー利用時に収益を認識しております。

電子マネー退蔵益引当金 一定期間経過後に収益計上した未利用の電子マネー残高について、

将来利用された場合に発生する損失に備えるため、合理的に見積

もった将来の利用見込額を計上しております。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

従業員の退職給付に備えるため、当社退職金支給規程に基づき、自

己都合による期末退職金要支給額を計上しております。

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上
しております。

役 員 賞 与 引 当 金 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

ポ イ ン ト 引 当 金 博多阪急エメラルドカードの利用促進を目的とした、顧客へ付与し

た博多阪急ポイントの利用に備えるため、当期末において、将来利

用されると見込まれる額を計上しております。

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、今後発生すると見込ま

れる損失額を計上しております。

個　別　注　記　表

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきまし
ては、貸倒実績率を使用し、貸倒懸念債権等特定の債権につきまし
ては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。



15,334,426 千円

　　しております。

税効果会計に関する注記

　　前受金 274,173 千円

　　繰延税金資産の主な内容は、繰越欠損金であります。なお、全額評価性引当額を計上

５． 契約負債

なお、上記貸出コミットメント契約においては、借入人の資金使途、信用状態等に関す
る審査を貸出の条件としているものが含まれているため、必ずしも全額が貸出実行され
るものではありません。

４． 顧客との契約から生じた債権

　　営業未収収益 160,215 千円

　　その他未収金 210,860 千円

貸出コミットメントライン契約

15,707,090 千円

当社は、クレジットカードに附帯するキャッシング業務等を行っております。当業務に
おける貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は、次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額

貸出実行残高 372,664 千円

差引額

短期金銭債権 820 千円

短期金銭債務 2,613,652 千円

長期金銭債務 148,358 千円

３．

貸借対照表に関する注記

１． 有形固定資産の減価償却累計額 49,199 千円

２． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務



  関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等

(単位：千円)

会社の名称
関連当事者
との関係

取引金額 科   目 期末残高

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)資金の借入については、グループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システム(ＣＭＳ)

による取引であり、その金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。　

また、ＣＭＳのうち運転資金の取引金額については前事業年度末残高からの増減額を表示しております。

２．関連会社等

(単位：千円)

会社の名称
関連当事者
と の 関 係

取引金額 科   目 期末残高

㈱阪急阪神
ポイント

役員の兼任 721,565 その他未払金 166,260 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)

３．兄弟会社等

(単位：千円)

会社の名称
関連当事者
と の 関 係

取引金額 科   目 期末残高

㈱阪急阪神
百貨店

― 57,172,740 
自社加盟店
未払金

7,887,055 

4,740,640 
自社加盟店
未払金

577,782 

806,594 

67,216,203 

（株）関西
スーパー
マーケット

― ―
電子マネー
未収金

1,272,334 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)それぞれの取引の手数料については、同業他社の料率を勘案し合理的に決定しております。

未払費用 63,250

取引の内容

クレジットカードの
利用代金の支払

電子マネーの
利用代金の支払

イズミヤ・阪
急オアシス

（株）
― ―

―

31,083 

57,500 

21,239 ― ―

一年内含む
長期借入金

180,458

16,000 

41,240 短期借入金

電子マネー
未払金

482,242 

属性
議決権等所有
(被所有)割合

(被所有)
  直接100％

―

取引の内容

資金の借入

親会社
ｴｲﾁ･ﾂｰ･ｵｰ
ﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ㈱

資金の返済

グループ運営
負担金の支払

資金の返済

利息の支払

2,336,930

クレジットカードの
利用代金の支払

電子マネーの
手数料収入

―

属性

属性

親会社の
子会社

議決権等所有
(被所有)割合

議決権等所有
(被所有)割合

関連会社
(所有)

  直接50％

取引の内容

ポイント付与分の
支払等

ポイント付与分の支払等については、他社との取引条件等を勘案の上、交渉により決定しております。

電子マネー
チャージ高の
回収委託



　　１． １株当たり純資産額 254,571円65銭

　　２． １株当たり当期純損失 113,951円81銭

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

収益認識に関する注記


